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【資　料】

Ⅰ．はじめに
　発達障害は発達障害者支援法において自閉症，ア
スペルガー症候群その他の広汎性発達障害，学習障
害（以下LD：Learning Disability），注意欠陥多動
性障害などの脳機能の障害で，通常低年齢で発現す
る障害とされている。身体・知的・精神障害者とは
異なり，固有の手帳制度がないため発達障害者の
正確な数はわかっていないが，「令和元年度通級に
よる指導実施状況調査」（文部科学省，2019）では，
小学校において通級による指導（主として各教科な
どの指導を通常学級で行いながら障害に応じた特別
の指導を特別の指導の場で行う教育形態）を受けて
いる児童数は自閉症，学習障害，注意欠陥・多動性
障害を合わせると59,495名とされており，同年度
の小学校在学者数は約6,369,000人とされているこ
とから（文部科学省，2019），約0.9％が通級によ
る指導を受けていることとなる。また2018年度の
同調査（文部科学省，2018）より約4,800人増加し
ている。さらに，「通常の学級に在籍する発達障害

の可能性がある特別な教育的支援を必要とする児童
生徒に関する調査」（文部科学省，2012）では，学
習面または行動面で著しい困難を示すとされた児童
の割合は小学校では7.7％（推定値）とされており，
明確な診断がついていない児童も含めると，1割に
近い児童が発達に課題をもち支援が必要な状態であ
るとともに，その数は増加傾向であることが推測さ
れる。
　発達障害者支援法の2016年5月改正の重要なポ
イントの1つとして，乳幼児期から高齢期までの切
れ目ない支援の必要性が挙げられる。発達障害に
おいては，診断や医療・療育へのつなぎ，教育の選
択，就労に関する問題などライフステージに応じ
たさまざまな困難が存在し（水田ら，2005；井上
ら，2014；渡部ら，2002；松岡，2013），ライフス
テージを通じたきめ細やかな支援が必要である。中
でも学童期は学習という要素が加わることによる新
たな課題が現れることもあり，乳幼児期とは違った
支援が必要となる。乳幼児期は主に医療・保健・福
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祉といった分野での支援が中心となっていたが，学
童期になると教育機関が重要となり，各社会資源の
より一層の連携体制が重要となる。発達障害者支援
法の改正においても，関係機関が連携して支援でき
る体制整備を強化することが求められている。この
ようにライフステージを通じて一貫した方針のもと，
多領域の密な連携を保障するコミュニティケア・シ
ステムとチームアプローチが不可欠（本田，2020）
とされている一方で，学童期における課題も指摘さ
れている。
　和久田（2016）は，集団を組織し総合的に子ど
もの育ちを支えようとする教育と，子ども1人1人
の発達に焦点を当て専門的に関わる医療との連携
が必要と述べている。また本田（2020）は教育や
福祉との連携における医療機関の課題の1つとして，
診療報酬制度においてこれらの連携を報酬が生じる
業務として位置づけられていない点を指摘している。
さらに保健分野では保健師は特に乳幼児期において，
障害の早期発見，診断に関わる医療機関との連携を
含む支援，療育へのつなぎを含む保護者への支援を
行う一方で，保健師が役割終了時期を小学校就学時
と考えているという調査結果もあり（高見，2008），
生涯にわたる支援を行う保健分野においての学童期
における課題が示唆されている。このようにさまざ
まな分野での課題が散見される。
　さらに，発達障害が法の対象となることが明確化
された障害者自立支援法は障害者総合支援法（2012
年成立）に改正され，地域社会における共生の実現
をより一層めざすことが求められている。地域社会
における共生については，現在わが国では住民1人
1人の暮らしと生きがい，地域をともに創っていく
地域共生社会の実現をめざしており，そのためには
地域住民や地域の多様な主体が分野を超えて『丸ご
と』つながること，そのためには分野を超えた包括
的支援の仕組みづくりが必要とされている（厚生労
働省，2017）。前述の通り，学童期の発達障害児・
家族への地域における支援における課題は垣間見ら
れるものの，さまざまな分野の視点から分野横断的
に検討した研究はほとんど見当たらない。発達障害
児とその家族が居住する地域で健やかに生活してい

けるような地域共生社会をめざしていくうえで，地
域での支援に関してどのような課題があるかについ
てさまざまな分野の視点から把握する必要性がある
と考えた。

Ⅱ．研究目的
　本研究ではわが国における地域の社会資源別にみ
た学童期の発達障害児・家族への支援に関連する課
題を把握し，地域での支援について考察することを
目的とする。

Ⅲ．用語の定義
１．発達障害児

　発達障害者支援法における発達障害（自閉症，ア
スペルガー症候群その他の広汎性発達障害，学習障
害，注意欠陥多動性障害などの脳機能の障害で，通
常低年齢で発現する障害）をもつ児で，概ね18歳
未満とすることとした。
２．学童期

　小学校に在籍する時期とした。
３．地域での支援

　本研究では直接的な個別支援ではなく，連携・支
援体制等を含む地域での支援体制とした。

Ⅳ．研究方法
　研究デザインは文献研究である。医学中央雑誌
Webを用い，キーワードを「発達障害」and「学童
期 or 小学校 or 小学生 or 児童期」and「地域」and
「支援」として原著論文に限定して検索した。障害
者総合支援法成立以降の課題を把握するため，年代
は2012年以降とした結果，37件が抽出された。そ
のうち特定地域や特定事例で一般化が難しい文献や
文献研究，シンポジウムの記事を除いて抽出した
結果，11件となった。これらの文献にハンドサー
チで得た1件を追加し，計12件を分析対象とした 
（表1）。分析の視点として，発達障害児とその家族
に対する地域での支援に関する課題およびそれにつ
ながる状況に着目した。また地域での支援体制につ
ながる課題をさまざまな分野の視点から検討するた
めに，地域での社会資源別に整理した（表2）。
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Ⅴ．結果
１．研究動向

　分析対象とした12件の文献の発表年は2012～
2015年が5件，2016年以降が7件であった（表1）。
研究対象は，LD等通級指導教室終了生，発達障害
児を育てる保護者，教育機関の教員・養護教諭・生
徒指導主事・特別支援教育コーディネーター，保健
師，医師，療育関係者であった。研究デザインは
質問紙による調査研究が6件，質的記述的研究が3
件，介入研究が3件であった。医療機関の文献はな
く，また乳幼児期に関わりの多い保健師に関する研
究も1件のみであった。
２．教育機関に関する課題

　教育機関に関する文献が6件あった（文献番号
No.1，5，8，10，11，12）。
　通級指導教室終了生への調査からみた課題とし
て，基礎的な学習スキルの不足が課題とされていた
（No.1）。また発達障害児を育てる母親の思いに関
する質的研究から得られた課題として，発達障害児
を育てる母親の思い・困りごとは成長とともに変化
するものであり，学童期は学校関係者の支援が親子
ともに重要な影響を与えるため，学校での子どもに
丁寧にかかわる教育と支援が重要と述べられていた
（No.5）。
　学校保健と地域保健の連携による思春期発達障害
児支援事業のモデル小学校在籍の小学生などへの調
査からは，軽微な問題を含め，回答者（通常学級在
籍）の35.4％が困り感に対する何らかの支援が必
要な状態であり，困り感の内容は，学習面，多動・
衝動性，注意力の問題，ソーシャルスキルの課題な
ど発達障害の1次的問題に加え，登校しぶり，生活
習慣の乱れ等の2次的問題を含め多岐にわたってい
た（No.8）。
　養護教諭を対象とした調査研究からは，小学校の
養護教諭の自身の役割として，「健康診断における
対応」「保護者やきょうだいの思いによりそった対
応」で中学または高校養護教諭よりも意識していた。
逆に「メンタル面への対応」「保護者全体に向けた
理解啓発活動」は中学または高校養護教諭よりも意
識していなかった（No.10）。

　発達障害の2次的問題としての不登校に関する研
究では，登校群に比べ，不登校群はいじめられた経
験が有意に多く，支援の際の課題として，「保護者
が本人のことを理解していない」「本人とクラスの
子との関係づくりが難しい」ことが挙げられていた
（No.11）。
　文部科学省・厚生労働省が推奨し，各自治体で取
り組んでいる乳幼児期から継続して使用するサポー
トファイルの活用に関する調査研究では，利用して
いるのは対象者の約1割であり，普及活用に向けて
必要なこととして，「保護者への書き方講習会の実
施」「教員等への説明会の実施」が挙げられていた
（No.12）。
３．療育関係機関・支援プログラムに関する課題

　療育関係機関・支援プログラムに関する課題が4
件あり，療育関係機関（発達相談センター）が1件（文
献番号No.4），ペアレント・トレーニング（前向き
子育てプログラムを含む）が3件であった（文献番
号No.3，6，9）。
　自治体の発達相談センターに相談経験があり就学
サポート相談会に参加した保護者を対象とした研究
では，もともと発達相談の対象であることに納得し
ていない保護者において，就学後に保護者が就学
先への不満などをもっていることが示されていた
（No.4）。
　ペアレント・トレーニングを取り扱った文献にお
いて，前向き子育てプログラム（Positive Parenting 
Program: Triple P）に関する文献では，家族全体の
行動変容の難しさやグループ支援だけでは行動変容
は難しく，個別支援との組み合わせの必要性が示さ
れていた（No.3）。また，別の研究では，個別面接
1回のみでは保護者の悲観的側面に関する支援まで
行うことは難しいことが示されていた（No.9）。さ
らに，ペアレント・トレーニングを実施するスタッ
フに関する介入研究では，参加者の実態に応じた
研修とスタッフに必要なその他の知識やスキルを
測定するテストや指標の開発が課題とされていた
（No.6）。
４．保健機関，地域社会に関する課題

　保健機関，地域社会における課題に関する文献が
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表1　分析対象文献一覧
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表2　社会資源別にみた学童期における発達障害児と家族への地域での支援に関連する課題
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2件あった（文献番号No.2，7）。市町村保健師を対
象とした調査研究では，48.2％が保健師による学
童期の発達障害児の支援の必要性を考えていなかっ
た。支援の必要性を認識している保健師では，学童
期に新たなニードの出現することや，学校外の支援
者や多職種連携支援の必要性，親・家族支援による
児の発達支援，地域での育ちの保障をめざす必要性
を認識していた（No.7）。また，災害時に発達障害
児および家族の支えとなり得る地域社会とのつなが
りに関する研究では，災害時に想定される困難があ
る一方で，その際に頼れる人が乏しい保護者の存在
が指摘されていた（No.2）。

Ⅵ．考察
１．研究動向

　本研究では，学童期における地域全体での支援に
つながる課題に焦点を当てた結果，対象文献数が最
終的に12件となった。言語障害児への早期発見早
期介入（小坂，2020）などの対象児および家族に
対する個別的・直接的支援に関する事例研究等は多
くみられるものの，「地域」という要素を含めると，
研究自体が少ない可能性があるなどの課題が考えら
れた。
　また，社会資源別に整理した結果，教育機関に関
する研究が半数を占めた。学童期は小学校入学とい
う大きなライフイベントがある時期であり，集団生
活や学習といった特徴から，発達障害児が抱える教
育上の課題などが多く取り上げられていると考える。
また今回の文献検索では医療機関に関する研究が把
握できなかった。個別的・直接的支援における医療
の関わりに関する文献などはみられ（本田，2020），
医療機関から地域の他の関係機関に向けた発信（和
久田，2016）などもみられるものの，研究として
は少ない現状が示唆された。
２．地域の社会資源の連携による継続的支援の重要性

　保護者の困りごとは成長とともに変化すること
（No.5）や，生涯にわたる一貫した支援のための
ツールの1つであるサポートファイルが十分に活用
されていない現状（No.12），ペアレント・トレーニ
ングの効果を上げるには個別面接が1回では不十分

であったこと（No.9）などの結果から，継続的支
援が重要となることが考えられた。また，小・中・
高校ではそれぞれ重点的に必要な支援が異なるこ
と（No.10）や，通級指導教室終了後の学習的課題
（No.1）が示唆されるなど，同じ教育機関であって
もそれぞれの時期に応じて必要な支援を各教育機関
が認識し，引継ぎなどの連携をしながら継続的支援
をしていく重要性が考えられた。
　また，通常学級在籍者で発達障害の診断がない児
についても，何らかの支援が必要な困り感をもって
いる現状やそれによる登校しぶりといったような2
次的問題の発生が指摘されていた（No.8）。発達障
害では就学前までに問題が顕在化せずに，就学後の
学習や学校生活の中で問題が生じることも指摘され
ている（伊勢，2010）。このような特徴をもつ発達
障害児の学童期における支援においては，乳幼児期
に引き続き，診断がついていない児に対しても，保
健機関や医療機関等の地域保健分野と教育機関が連
携した支援を強化していく必要性が示唆された。
　さらに，保護者の障害受容への支援といった点か
らも継続的支援・連携の必要性が考えられた。発達
相談センターに関する研究では発達相談の対象とな
ることに納得していない保護者において，就学後に
子どもの学校での行動が適切でないと感じたり，就
学先への不満をもっていた（No.4）。また，発達障
害児の不登校に関する研究では，支援の際の課題と
して「保護者が本人のことを理解していない」こと
が挙げられていた（No.11）。このように児の発達
障害を受け入れることが難しい保護者が就学後に課
題を抱える可能性が考えられた。この保護者の発達
障害の受容に関する支援では乳幼児期に保健師が関
わることが多いが，當山他（2016）の調査では対
象となった保健師の約半数が学童期の発達障害児の
支援の必要性を考えていなかった（No.7）。これら
のことから，乳幼児期での障害受容の支援を強化し
つつ，もし就学時においても受容が難しい場合は，
その点についても乳幼児期に関わってきた保健機関
が，学童期に直接的に関わる教育機関や療育機関等
と連携して継続支援していく必要性が考えられた。
　前述の通り，発達障害者支援法の2016年5月改



大阪医科大学看護研究雑誌　第11巻（2021年3月）

41

正の重要なポイントの１つとして，乳幼児期から高
齢期までの切れ目ない支援が挙げられている。成長
とともに関係機関の関わりの種類や程度に変化が起
こるため，児と家族に対するライフステージを通じ
て一貫した支援の実現が重要となる。発達障害児を
もつ親からは「就学前と比較して就学後は療育や相
談できる機関が少なくなる」という意見もある（森
岡ら，2012）。親子の将来も見通した継続的支援を
行うために，関係機関による縦断的な連携のさらな
る強化が必要であると考えられた。
３．地域の社会資源の連携による支援プログラムの

充実・質向上の必要性

　本検討の対象となった文献ではペアレント・ト
レーニングを取り扱ったものが3件あった。ペアレ
ント・トレーニングは子どもの行動を変容させるた
めに親を共同治療者として訓練することであり，親
が学習や条件付けの原理に関する知識とスキルを
獲得することをめざすものとされている（温泉ら，
2020）。また，発達障害児を育てる親が児を叱責す
ることが多くなる中で，児に二次障害を併発するこ
とがあり，このことにより親は養育の自信を失うこ
とが指摘されているが（久保ら，2013），ペアレント・
トレーニングにより養育に対する自信が向上する
効果が示されている（木村ら，2018）。本研究の対
象となった研究でもさまざまな効果が示される一方
で，母親が家族全体での児への支援の必要性に気づ
いたものの，家族の行動変容に難しさを感じている
という課題やグループ支援だけでなく個別支援を組
み合わせる必要性が報告されており（No.3），プロ
グラム内容のさらなる充実が課題となっていた。ま
た，子どもが発達するためには，親の指示に従順に
従うのではなく，自分自身の判断や行動基準をもち，
自己決定する機会を与える必要性が指摘されている
（新井，2014）。ペアレント・トレーニングは親に対
するトレーニングが主であるが，海外では，とくに
青年期においての子どものプログラムへの参加とそ
の効果の報告もある（Fabino et al., 2016）。温泉ら
（2020）は，今後，学校などの地域を基盤としたペ
アレントトレーニングを行い，子どもが親に代わり
地域で自らの問題解決に取り組むことにより，子ど

もは親と適切な距離を置きながら，地域の社会資源
を活用し自立していくことが期待されると述べてい
る。このように長く子どもの将来をみすえ，子ども
の主体的能力を育むための支援の1つとして，学校
を中心とした地域の社会資源が連携してプログラム
内容の充実を図る必要性が考えられた。
　さらに，プログラムの質向上に向けた研修やス
タッフに必要なスキルを測定する指標の開発が課題
として挙げられていた（No.6）。奥野他（2012）も
実施機関の拡大に伴い質の維持確保や継続的な効果
の検証の必要性を述べている。深澤（2017）は地
域の公的機関である保健センターや療育機関，県の
障害福祉課，県の相談室の臨床心理士などが連携し
てペアレント・トレーニング指導者養成講座を連携
して行う効果を示していた。このように，地域にお
ける社会資源が連携することによる質向上への取り
組みも重要な課題と考えられた。
４．住民を含む地域社会全体での取り組みの必要性

　数は少なかったものの，今回対象とした文献から，
地域住民などを含めた地域社会全体での支えの必要
性が示唆された。災害時への備えに関しては，保護
者は避難所生活への不安を抱えており，「見守りが
得られる顔なじみの人」が乏しい保護者の存在が示
されていた（No.2）。また，学童期での支援に関し
て保健師は「地域での育ちの保障を目指す必要性」
を認識していた（No.7）。先述の通り，現在わが国
が取り組んでいる地域共生社会の実現においては，
子ども，障害者といったように世代・分野を超えた
包括的支援の仕組みづくりが求められている。その
仕組みづくりにおいては土台としての地域力の強化
が求められており（厚生労働省，2017），近い概念
としての，人と人が支え合う地域の社会関係資本で
あるソーシャル・キャピタルの醸成も必要とされて
いる（厚生労働省，2015）。また柏女（2016）は，ソー
シャルインクルージョンをめざす共生社会をめざす
ことを提案しており，より子育てにおいての障害児
支援は重要としている。ソーシャルインクルージョ
ンは「社会的包摂」ともいわれ，社会的立場の弱い
人々も含めてすべての人を地域社会で受け入れ，と
もに生きていく理念のことである。本研究結果で地
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域での育ちの保障や災害時に向けた平常時からの住
民同士の支え合いに関する課題が把握されたが，こ
の課題解決に向けては，このように地域共生社会や
ソーシャルインクルージョン，ソーシャル・キャピ
タルといった，住民などのインフォーマルな社会資
源を含む地域社会全体での取り組みが必要であるこ
とが考えられた。

Ⅶ．結論
　わが国における地域の社会資源別にみた学童期の
発達障害児・家族への支援に関連する課題を把握し，
地域での支援について考察することを目的として文
献検討を行った。その結果，個別的・直接的支援に
関する事例研究などは多くみられるものの，学童期
の地域での支援体制に関する研究は少なく，とくに
医療機関や保健師に関する研究が少ない現状が示唆
された。課題としては地域の社会資源の連携による
継続的支援や支援プログラムの充実・質向上の重要
性，住民を含む地域全社会体での取り組みの必要性
が示唆された。
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